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【論文要旨】
　企業価値重視の経営（Value　Based　Management：VBM）が叫ばれて久しいが，これに対して，
KaplanはBSCの業績評価指標にEVAを用いることを主張し，　BSCがEVAの上位概念に当たる
と主張した。一方で，Norton等はニューエコノミーの時代における無形資産のマネジメントの重
要性を主張し，BSCによってそれが可能であると主張した。
　こうした考え方は，VBMとBSCを活用した業績評価システムの構築を示唆しているといえ
る。そこで，本稿では，VBMとEVAのつながりと，　BSCとEVAの関係を概観した上で，　BSC
とVBMの最重要指標としてEVAを併せて活用している0社を取り上げ，同社の業績評価システ
ムを考察することを目的としている。
　0社は，光学機器メーカーであるが，2001年に，赤字部門の偏在する部門制の組織形態から脱
却し，社内カソパニー制を導入して組織構成を再構築した上で，新しい業績評価システムを導入す
ることを決定した。その際にシステムの要として活用されることが決定されたのがEVAであり，
EVAを中心としたシステムを補完する目的でシステムに組み込まれたのがBSCであった。
【キーワード】バランスト・スコアカード（Balanced　Scorecard：BSC），経済付加価値（Econom－
　　　　　　　ic　Value　Added：EVA），企業価値重視の経営（Value　Based　Management：VBM），
　　　　　　　業績評価，0社
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1．はじめに
　スターン・スチュワート社は，EVA1）を用いた業績評価では様々な状況をシミュレートした上
で，最終的にEVAに結果を落としこむことで，いわゆる最後の利害関係者である株主までも考慮
に入れた経営を行うことになると主張している2）。
　一方，Kaplanらの提唱したBSCは，財務的データのみに偏った業績評価は，目先の果実しか考
慮に入れない短期的な経営に陥りやすいとして，多面的評価を可能にするBSCを提唱している3）。
　この両老を考慮すると，それぞれ，EVAは一元的業績評価であり，　BSCは多面的業績評価であ
ると考えられる。この点に対して，Kaplanらは，　BSCをEVAの上位概念として認識し，　EVAは
BSCの評価指標の一部に過ぎないと主張した4）。
　そこで，本稿では，Kaplanらの主張するBSCとVBMを代表する指標であるEVAを併用した
業績評価システムに考察を加えることを目的とし，事例として，光学機器メーカーである0社を
取り上げる。0社は，EVAを業績評価の中心としながらも，　BSCを併用した業績評価システムを
構築している。
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皿．EVAとVBMにっいて
1，VBMの概念について
　EVAは，　VBMの代表的指標として取り扱われることが多いが，　VBMとは，企業が主要な利害
関係者である顧客，従業員，株主のための価値創造をめざす経営のことである。顧客のための価値
創造は，自社に対する顧客の支持を確保するために，対価に見合った製品やサービスを提供して満
足度を高めることであり，従業員のための価値創造とは，従業員を資産として捉えて企業価値創造
の原動力とするため，責任と権限を与え，やりがいのある仕事や昇進，報酬等の適切な対価により
満足度をあげることである。株主のための価値創造とは，投資に対する十分な長期的リターンをと
いう期待に応えること，すなわち配当だけではなくキャピタルゲインの期待に応えるべく企業価値
を増大することである。
　スチュワート社の主張では，株主が企業の価値創造の恩恵を最も後に受けるので（図1　スチュ
ワート社の述べる利害関係者の順序を参照），その株主の満足のいく価値を生み出すことができれ
ば，必然的に全ての利害関係者を満足させることができるとしている5）。
2．EVAとVBMの関係
　次にEVAとVBMの関係について考察する。
　企業価値は資金調達の観点からすると負債価値と株主価値の合計で表される。この負債価値と株
主価値の合計額は，企業によって事業に投資されて，将来の事業によるキャッシュインフローを生
み出すことになる。したがって，企業価値は，企業や企業グループを構成する事業価値の合計と置
換できる。この場合の事業価値は，過去の損益ではなく将来獲得されると期待される余剰利益の現
在価値で決定される。つまり，企業価値が投下資本を下回れば価値破壊，上回れば価値創造という
評価になる。
図1　スチュワート社の述べる利害関係者の順序
コミュニ
eィー
従業員 消費者 供給者 銀行 政府 株主
後　の　利　害　関　係　者
出所：G．Bnnett．　Stewart，皿，日興リサーチセンター，河田剛，長掛良介，須藤亜里訳『EVA創造の経
　　営　The　Quest　for　Value　The　EVA　Management　Guide』東洋経済新報社，1998，5頁に加筆修正。
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ここで，企業価値は，以下のように表すことができる。
企業価値；負債価値＋株主価値
　　　　＝事業価値の合計
　　　　；使用資本＋市場付加価値（将来の余剰利益の現在価値） （1）
　つぎに，EVAは，ある一定期間に企業が生み出した経済付加価値を表す。換言すれば，税引き
後営業利益（NOPAT：Net　Operating　Profit　After　Tax）から株主等に還元する資本コストを差し引
いた余剰利益で表されることになる。
EVA＝（期待収益率一資本コスト率）×使用資本
　　＝・NOPAT－（使用資本×資本コスト率） （2）
ここで，（1）式と（2）式の関係を考慮すると，市場付加価値は将来のEVAの現在価値とみなすこと
ができるので，以下の関係を表すことができる。
企業価値＝使用資本＋将来のEVAの現在価値 （3）
　現時点においては過去に稼得したEVAは既に使用資本に含まれており，将来どの程度EVAを
計上できるかということが企業価値を決定付けることになる。したがって，企業としてはEVAを
高める活動を行うことが価値創造につながり，ひいては株価上昇につながることになる。
　以上のことから，VBMとは，将来のEVAをどれだけ多く創出できるかによって左右されるこ
とになるので，EVAがVBMの代表的指標として活用されることが多くなるのである。
　また，業績評価においては，NOPATが収益力を管理し，使用資本が投資効率を，資本コスト率
が調達資本（有利子負債と株主資本）の効率を管理する目安となるので，企業の活動上の意思決定
は何らかの形でEVAの中に集約されることとなる。
皿．BSCとEVAの関係
　BSCはKaplanとNortonが提唱した業績評価システムであるが，　Kaplanが構築した理論を
Nortonが代表を務めるコンサルティング会社（Balanced　Scorecard　Collaborative）によって実際
の企業に導入を繰り返していった結果，不具合が生じるたびにBSCを修正してきたことによっ
て，その理論は変遷を経ている6）。
　本節では，BSCとEVAの関係を述べたKaplanの2001年のBalanced　Scorecard　Report（BSR）
を中心にBSCとEVAの関係を概観する。
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　2001年に公表されたBSRの中で，　Kaplanは，　EVAがコスト削減，資本コストが利益を下回る
資産の処分，利益が資本コストを上回るプロジェクトのみへの投資を行うこと，負債資本比率の最
適化による資本コストの低下，の4つの点によって株主価値を向上させることは，BSCにおける
財務の視点で調整されるべき点と全く同じであると主張し7＞，BSCの財務の視点を設計するために
は，EVAを評価指標として用いるべきであり，　BSCがEVAの上位概念にあたると述べた8）。
　また，NortonはDaumとの対談の中で，「ニューエコノミーの世界では，価値を生み出す方法
が従来と異なってきている。そうした価値を創出するバリュードライバーとなるのは，知識やコン
ピューター・システム，ソフトウェア，ワーク・プロセス，イノベーショソを生み出す企業文化と
いった無形資産である。…中略…戦略とは，無形資産が企業価値創出に対してイノベートされる段
階を表すことであり，こうした点に対してBSCは有用である。」と主張している9）。
　このように，Kaplan等は無形資産が企業価値を創出する源泉であり，　BSCによって，そうした
無形資産をマネジメソトすることが可能であるとしてとらえ，いわば，BSCの中にVBMを取り
込んでいるのである。
　しかしながら，Kaplanの主張する「BSCがEVAの上位概念である」との考え方は換言すれば，
財務の視点以外の3つの視点（イノベーショソと学習の視点，顧客の視点，社内プロセスの視点）
は，EVAの先行指標であるということになる（図2　EVAを用いたBSCを参照）。
　であるとするならば，EVAを管理することによって，　BSC上で展開される様々な業績評価指標
は，最終的にEVAに反映されるのでEVAを管理すれば，業績評価には十分ではないのかという
疑問点が生じる。
　そこで，次章以降では，EVAとBSCを併用して業績評価システムを構築した0社の事例を参
照に，Kaplanの主張が実際の企業の中で活用されているのかどうかを考察する。
図2　EVAを用いたBSC
評価指標
財務の視点 EVA
顧客の視点 ●　■　■　■　■　■
社内プロセスの視点 ■　■　■　■　■　■
イノベーションと学習
ﾌ視点
o　■　■　■　●　■
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】V．O社の事例
1．0社の概況（連結べ一ス）
　0社は，1919年10月に設立された光学機器メーカーで，主として映像機器，医療用光学機器，
産業用光学機器を取り扱っている。2004年3．月末時点で，資本金：408億円，売上高：6，336億
円，従業員：28，857人，国内連結会社数：17社，延べ海外拠点：85拠点という企業規模となって
いる。特に，内視鏡のシェアは全世界で75％を誇っている（図3及び図4を参照）。
　2001年からは，組織再編に着手し，事業部制からカンパニー制に移行して，現在では，分社化
による組織再編が進行中である。特に，映像関連事業と医療関連事業は分社化され，別組織となっ
ているほか，事務部門の一括集中化による分社化を検討中でもある。また，研究開発のために関連
のある企業を買収する等，積極的に組織改変を進めている最中にあるといえる。
図3　0社の連結売上高推移
舶R
出所：0社Fact　Files　2004より作成。
図4　0社の地域別売上高
地域別売上高（2004．3末）
アジア他，890，
　　14％ 囲北米
■欧州
ロ日本
ロアジア他
出所：0社Fact　Files　2004より作成。
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2．経営理念
　0社では，3つのIN（Involvement：社会との融合，　Insight：社会との価値観の共有，　Inspira－
tion：新しい価値の提案）を経営理念として，戦略目標に「企業価値の最大化」を掲げている。こ
こでいう0社の企業価値とは，ステークホルダー（株主，ユーザー，取引先，会社，社員，社会）
全体に対する価値を指すものであり，大別すると，以下の3つの構成要素に区分される。
①財務的価値：ステークホルダーへのニーズに答えるべき価値。
②知的資本価値：積極的投資対象。
③プランド：人，製品，顧客組織，マネジメント・システムで構成される。
3．新業績評価システム導入の背景
　従来の業績評価システムでは，財務指標を中心に業績評価が行われ，事業部単位で評価が決定さ
れていた（図5従来の業績評価指標とそのウェイト参照）。
図5　従来の業績評価指標とそのウェイト
指標 算式 項目 ウェイト
対計画達成度 売上高 20
成果
対計画達成度 営業利益 25
対前年伸び率 売上高 15
成長性
対前年伸び率 営業利益 20
収益性・効率性 対計画達成度 ROA 20
不良損金 20
加減 社長決済
棚卸資産 10
出所：0社内部資料より作成。
　しかしながら，このシステムの下では，①財務中心の評価指標のみによる中長期の視点の欠如，
②全事業を画一的基準で評価することによる事業特性の無視，③評価基準を公表していなかったこ
とによる評価の透明性の欠如，という3つの問題点が挙げられていた。
　さらに，上述したように組織再編を進めていった結果，赤字部門が偏在していたことが明らかに
なり，事業内容を再検討する必要にも迫られることとなった。
　そこで，当時，外部で行われていたセミナー等に参加しつつ，基本的には社長直属の総合経営企
画室が中心となって（外部コンサルタントは用いず），従来の財務指標中心の業績評価から移行し
て問題点を解決するためのッールとして，BSCとEVAを用いた業績評価システムを導入すること
が決定された。なお，導入の決定はトップダウソで行われている。
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4．EVA及びBSCが決定されるまでの流れ
　EVAとBSCは，それぞれ，目指す5年後の事業戦略展開を明確にし，戦略課題，重点施策，
体質改善の目標を決定する基本計画（期間5年，3年に1回編成）と基本計画に基づいて，単年度
で達成すべき目標，戦略を具現化する年度計画（期間1年，3ヶ月毎に期中予測を行う）に基づい
て決定される。詳細は，以下に示す「図6　EVAとBSC決定の流れ」のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　図6　EVAとBSC決定の流れ
〈基本計画策定〉…役員会と分社長・カンパニー長で施策検討の後、目標数値決定（この時に長期目
　　O　　tW・・EVA・Er決re）e
〈年度計画策定〉…基本計画を調整して年度計画の目標数値を決定。
　　9
〈EVAとBSC策定〉…基本計画に基づいて年度目標EVA額と部門別BSCが策定される。
　　9
〈各セクションごとの調整〉…EVA額の割り振りとBSCの評価指標の確認。
　　旦
く賞与原資の決定〉…EVAの成果により全社員の賞与原資、　BSCの結果により管理職以上の賞与
〈情報のフィードバック〉
5．　EVA
　EVAは，0社の最重要指標として位置づけられている。　BSCの財務の視点の評価指標として活
用されるほか，一般従業員の業績評価指標（賞与とリンク）にも活用される。最終的に経営計画に
基づく目標達成度を表す指標として機能している。EVAを採用した理由としては，①企業の目標
設定数値として，他要因の影響を受けやすいROEやROAは用いたくない，②金額で表されるの
で誰が見ても明快である，③株主資本と負債資本の両方のコスト概念を反映している，④全ての経
営努力がEVAに反映される（特に無駄を削減し，必要な投資を行うという概念の影響は大きく，
この点は経常利益では表現できない），が挙げられる。EVAの算出式は以下のとおりであるが，
NOPATと投下資本の算定には，様々なデータから修正が加えられている。
＜算出式＞
　　EVA＝NOPAT一投下資本
〈修正点〉
・WACCは5％に固定している。かつ所与である。3年程度は動かさずに使用している。
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・EVAの設定に当たっては会社全体のFCFがマイナスにならないように調整を行う。
・個別投資ごとのEVAの算出は行わず，全社レベルのEVAを設定する。
・将来の事業に影響を与えるような投資（短期的にEVAが創造されない戦略的投資）は計算から
外す。
・会社全体の将来に関する投資に対してのコストは，親会社が負担する。
6．　BSC
　BSCは，　EVAが全社員の賞与とリンクしていることから，短期的視点でしか目標を認識できな
い恐れがあるので，EVAだけにとらわれず幅広い視野を持つことを目的として，　EVAと併用する
形で導入された。
　さらに，このBSCには，①業績評価に長期的視点及びブランド価値のための視点を加えること，
②事業特性に応じた評価を行うことを可能にする，③従業員に対して，戦略志向を定着化させるこ
と及びEVA以外の個別の目標を提示することで，具体的で分かりやすい業務遂行を周知させる，
という目的も併せ持って活用されている。
　導入に当たっては，半年間の試行期間を設けて，各カンパニー長や部門長，一般社員に聞き取り
調査を行い，問題点を明確化した。この結果，全てを数値化することに対する抵抗感があるという
解答が多く寄せられたが，全体としては，基本コソセプトに対する理解は得られたので，アフター
ケアを十分に行ったうえで導入が決定された。
7．O社のBSCの特色
　0社のBSCは，社内カソパニーレベルから作成され，戦略策定のための全社的なBSCは作成さ
れない。戦略策定については基本計画の方針展開で行われる。ただし，必ず，基本計画とリソクす
るようにBSCを作成しなければならない。
　また，社内カソパニーの下部組織である部門間でのBSCの作成は，現行ではまちまちとなって
いる。特に，間接部門では，ミッショソの確定が難しいことと，業績評価指標の設定が財務の視点
においてできないことによって，BSCは作成しない決まりとなっている。
　従って，BSCは，　Kaplan等の主張する詳細な活用方法というよりも方針展開と施策のッールと
して活用されていることとなる。
　BSCのフォーマット上の特色は，以下に示すとおりである（図70社のEカソパニーにおけ
るBSCを参照）。
〈BSCのフォーマット上の特色〉
・戦略目標の図を盛り込んで，理解しやすい作成を行っている。
・業績評価指標は成果指標と先行指標に区分されている10）。
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図7　0社のEカンパニーにおけるBSC
視点 戦略目標
業績評価指標 重点施策
成果指標 先行指標 施　　策 担当部門
連結売上高計画
B成度 各事業の売上高???
成長の追及
連結EVA計画B成度
NOPATマージ痘ｦ
各部門
使用資本回転率
顧客視点に立脚した事業推進 A部門の売上高 各国の売上高 ニーズ・アプリPーション対応 A部門
????
品質による付加価値の追求 B部門のInst．ペース増加率
各市場のInst，ペース
事業基盤強化 B部門
大型商品の確実な市場導入 現有事業の市場i質 クレーム件数
商品・業務品質
?繧ﾆ顧客満足
?[足する品質の追及 A，B各部門
顧客価値向上を目指したビジネスモ
fル開発と業務プロセス改革の推進
連結在庫回転期
ﾔ改善度 A，B各部門の?]期間 海外を含めたrCM 各部門
SCMの戦略的推進
??????
製造体質変革に向けた戦略立案
現有事業の製造
ｴ価低減率
C工場の業務展J
改革による原価
瘡ｸと市場に対
桙ｵた原価低減 C工場
A部門の開発日 差別化力向上 A部門
戦略的アライアンスの推進 現有事業の開発vロセス B部門の商品品ｿ 開発・納入プロZス短縮 B部門
知的財産戦略の推進 重要特許出願件 各開発室の出願 開発体制強化 各開発室
A商品開発 A部門?????
開発ニーズ探索機能強化 重要商品の市場ｱ入計画達成率 B商品開発
早期実用化とシ
Xテムの共有，
､品力強化 B部門
D商品の開発 D部門
X事業戦略の推進 X事業に対するF可 日程遵守
事業と環境の調a 各部門
人材の育成と確保
出所：0社社内資料に筆者が加筆修正した。矢印は，戦略の因果関係の流れを表している。
・財務の視点の評価指標に必ず，連結売上高達成度とEVA達成度（どちらも対計画値）が用いら
れる。
・業務プロセスの視点の評価指標に必ず，連結在庫回転期間（連結棚卸資産平均残高／1日あたり
連結売上原価）が用いられる。また，品質管理，原価低減のための指標が用いられるように管
理されている。
・成長の視点には，特許関連の指標が用いられるように管理されている。
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8．業績評価表
　BSCは，そのままのフォーマットを用いると，業績評価に直接結び付けて活用することができ
ないので，業績評価表（図8　業績評価表を参照）という，BSCにおける業績評価指標を得点換
算するためのフォーマットに置き換えて活用することになる。
　業績評価表は，管理職以上の賞与金額のカソパニー単位原資を算定するための土台として用いら
れており，100点を基準として以下の点数割合で評価される。
　基本としては，業績評価指標1つにつき，5点程度が目安であるが，財務の視点に関しては，連
結売上高達成度が20点，EVA達成度が35点，と所与であり，高い割合を占めている。これは，
EVAが0社の最重要指標であることと，　EVA向上のための具体的目標として連結売上高達成度
が用いられていることによる11）。ただし，カンパニーや部門の特性に応じて，社長へ申請を行う
ことによってウェイトの変更が可能である。例えば，ゲノム部門は研究開発に重点がおかれるの
で，財務の視点の点数の割合は低く設定されている。
〈点数割合〉
　財務の視点…55（連結売上高達成度：20，EVA達成度：35）
　顧客の視点…10
　業務プロセスの視点…25（連結在庫回転期間：10）
　将来の視点…10
　業績評価指標については，目標達成の難易度に応じてチャレソジ係数が設定できる。これは，カ
ソパニー長が社長とのコミットメントで決定するもので，1．0倍から1．5倍までの範囲で設定可能で
ある。例えば，EVA達成の点数は，35点なので，このチャレンジ係数を1．5とした場合には，得点
は満点で52．5点となる。
　また，BSC及び業績評価表に盛り込まれる業績評価指標の数は，4つの視点の全体で8～10程度
とされており，基準として以下のとおりとなっている。
〈業績評価指標の数〉
　財務の視点…特殊事情が無ければ，2つで所与。
　顧客の視点…4～6
　業務プロセスの視点…4～6
　将来の視点…2～3
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??
図8　業績評価表
視点
チャレンジ係
前期 今期 達成
?
（ウェイ
@ト）
戦略課題 戦略目標 業績評価指標 指標の定義 ? ウェイト
実績 予測 上期 下期
?（??） ????
売上高目標の達 連結売上高計 連結売上高実績／
財務
成長の追及
成 画達成度 連結売上高計画
20
（55） EVA計画達成年度計画EVAにEVA目標の達成 35?
対する達成度
顧客
（10）
業務プ 顧客価値向 連結棚卸資産平連結在庫回転期 連結在庫回転
ロセス 上を目指し 均残高／1日あた 10
間の改善 期間
（25） た業務改革 り連結売上原価
将来の
成長
（10）
出所：0社社内資料に筆者が加筆修正した。
9．EVAとBSCの賞与とのリンク
　0社における従業員の職能階級は，エグゼクティブ（E1～E5のグレード等級），プロフェッシ
ョナル（P1～P3のグレード等級），スタッフ（S1～S5のグレード等級）に分かれており，それぞ
れ順に，一般的な企業の管理職，大卒総合職，一般職に該当する。従ってEVAと賞与原資がリン
クしているのが，プロフェッショナルとスタッフ（P1～S5のグレード等級）であり，　BSCと賞与
原資がリソクしているのがエグゼクティブ（E1～E5のグレード等級）ということになる。
　P1～S5のグレード等級の賞与原資は，全社ベースの数値を利用したEVAの挑戦率（当期事業
計画／前年同期実績）と達成率（当期実績／当期事業計画）を用いて，業績評価決定テーブルと賞与
月数決定テーブルに照らし合わせた上で，決定される。従って，年間で4．00ヶ月分から7．4か月分
の間で賞与原資が決定されることとなる。
図9　業績評価評価決定テーブル
辮癬 go％未満 90％以上 100％以上 11096以上12096以上130％以上
12096以上C十 C十 A S SS SS
．　・　． ・　．　・ ．　．　・ ・　■　・ ■　■　・ ■　◎　・ ■　，　．
100％以上 C C C C十 B A
，　o　・ ．　．　． ．　・　・ ■　胴　願 ■　■　騨 ．　・　● ・　．　．
60％以上 EE E E D D D
… o　・　o ●　．　■ ．　■　． ．　・　9 ・　■　・ ■　・　．
出所：財団法人労務行政研究所リサーチ，No．3641に加筆修正した。
図10賞与月数決定テーブル
業績評価
OVA金額 EE D C C十 B A S SS
O億円以上 ・　欄　■ ■　■　● ●　●　■ ・　．　・ ・　．　． ■　■　． ・　．　9 a70ケ月
x億円以上 ●　，　● ■　●　● ●　●　o ●　■　■ ．　．　． ■　●　● ■　・　． ●　●　●
△億円以上 暉　■　・ ，　・　． 聯　■　8 ．　■　・ ．　．　■ ■　■　・ ，　・　． …
◇億円以上 ．　．　． ・　．　． ●　■　■ ．　・　・ ．　・　・ ・　6　・ ・　．　■ ■　・　■
※億円以上 ZOOケ月 ■　，　・ ．　・　■ ・　o　． ・　．　． … ■　・　■ ．　．　・
出所：財団法人労務行政研究所リサーチ，No．3641に加筆修正した。
　上記の2つのテーブルから導き出されたデータに，課長が行う資格別考課に応じて個人の賞与
額が決定されることとなる12）。「図11　資格別考課別係数」は，課長が行う資格別考課の雛形であ
る。評価は絶対評価で行うが，賞与原資の額によっては，相対分布による規制を設ける。
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図lt資格別考課別係数
区分
考課
A B C十 C C一 D E
P1 125 ■　國　昌 o　■　o 100 ■　．　■ ■　■　■ 80
資格 P2～3
118 ■　鱒　■ ■　■　幽 100 一 ■　●　■ 90
S1 判2 ■　■　■ ■　■　o 100 一 ■　．　■ 95
S2～5 110 匿　■　幽 層　■　■ 100 一 ■　o　■ 95
出所：財団法人労務行政研究所リサーチ，No．3641に加筆修正した。
　これに対して，E1～E5のグレード等級の賞与は，標準支給月数（通常3ヶ月）の給与相当額に，
業績評価表による得点に応じて，上乗せ増減額（カンパニー内の分配に関しては，原資範囲内で各
人の成果に応じて人事考課の結果から個人ごとの支給額を決定する）を考慮して決定される（図
12上乗せ評価テーブルを参照）。ただし，評価テーブルで評価しきれない部分に関しては，社長
による加減が加わる場合がある。
図12上乗せ評価テーブル
階級 得点 増減額
1 145以上 十25万円
2 116～125十20万円
3 106～115十10万円
4 96～105±0万円
5 86～95一10万円
6 76～85 一20万円
7 44以下 一30万円
出所：0社内部資料より作成。
　ここで問題となるのは，一般従業員と管理職の給与体系の違いに関する社内調整が必要になると
いう点である。すなわち，E1～E5のグレード等級はカンパニーの出来次第で自分の賞与が決定す
るが，一方で，P1～S5のグレード等級は，全社レベルのEVAで賞与が決定するので，目指す方
針が食い違わないように調整が必要となるのである。
　E1～E5のグレード等級は，カソパニーの出来次第で自分の賞与が決定するので，自己の賞与を
獲得するため，当然，カンパニーの方針に従う。一方で，P1～S5のグレード等級は課長の方針に
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従うように目標設定カードを作成して，今期，何時までに，何をやるかを決定され，このカードの
項目を査定して資格別考課別係数に反映させられる。従って，管理職の窓口を通して，P1～S5の
グレード等級はカンパニーの方針に従うことになる。カソパニーの方針は，社長とのコミットメソ
トで決定されるので，結果として，全社員の意向がボーナス面では，会社の目指す方針に向かうこ
ととなる。
　このように，0社のEVAとBSCの併用の業績評価システムは，末端の従業員レベルでも齪賠
をきたさないように工夫がなされているのである。
V．0社の今後の課題
　0社においては，EVAを最重要評価指標として位置づけることには，問題は生じていないが，
BSCの活用については，今後の課題とすべき点が生じており，業績評価システムとしては見直す
べき点が見られる。今後の課題点は，以下に示すとおりである13）。
〈今後の課題点〉
・社内カンパニーのBSCに対する習熟度にばらつきがある。特に，社内カソパニーの下部組織で
　ある部門間では，BSCの作成にばらつきがあり，　BSCの活用が徹底されていない。
・BSCによって管理職以上の賞与原資が配分されるが，現状では課長クラスで平均50万円程度の
　差が出る。今後は，BSCの活用度合いや習熟度によってさらにインセソティブ的傾向に差が出
　るように活用されることを期待している。
・現状では，BSCを作ることにとどまっているので，　BSCを有効活用できるステップに移行しな
　ければならない。
・業績評価指標について，ブランドを表す指標をBSCに盛り込むことが難しい状態にあり，ブラ
　ンドをどの様に数値化することが可能であるか，模索しなければならない。
・プランドと同様に環境等の社会的取り組みに対する業績評価指標を，誰が見ても明らかに結論が
　出る数値で表すことができるかどうかを考慮する必要がある。
v【．結　び
　0社で用いられているEVA及びBSCの併用の実態は，　Kaplan等の提示した，「BSCがEVA
の上位概念である」という考え方とは異なっており，EVAを中心とした戦略及び目標を基本計画
で策定し，BSCの役割は，　EVAのみでは管理することのできない評価点を補完するというもので
あったといえよう。ここでは，むしろEVAが上位概念として存在し，　BSCはサポートシステムと
して機能している。
　また，BSCの作成にあたっては，評価指標に品質管理，原価低減，特許関連の指標といった評
価指標の内訳を指摘している。こうした点は，本来BSCが持っている戦略やミッショソに応じて
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評価指標を決定するという考え方とは反する。しかしながら，こうした指標をあえて，盛り込むこ
とで，EVA達成に注視することになる点と，具体的に何をすれば，　EVAに影響を与えることにな
るかを末端の従業員にまで意識させる点で効果があるので，BSCの評価指標として盛り込まれて
いる。
　これらの点は，0社がEVAを最重要項目として考え，　BSCを方針展開と施策のッールとして認
識しているという証左であると考えられる。Kaplan等が主張する「戦略策定システム」の考え
方14）や櫻井や吉川らが主張する「企業の戦略やビジョンを可視化し，それらを実行に移す為の戦
略マネジメント・システム」15）とは，違った活用の方法である。
　0社の場合，BSCに関しては，　BSCそのものが，業績評価システムであるのではなく，経営シ
ステムの中に組み込まれた一つの要素であるといえる。BSCのみを語ろうとすると，企業が全体
で何を為そうとしているのかを見誤ってしまう恐れがある。この点は，0社の場合，EVAに関し
ても同様である。
　ただし，注意すべきは，決してBSCの考え方を駿小化して用いているのではなく，業績評価シ
ステムの中でBSCが他のシステムを補いながら重要な位置づけにあるという点である。例えば，
業績評価に基づく賞与原資の配分において，BSCは課長補佐以上の管理職の賞与とリソクしてお
り，その差額は，場合によって50万円以上になることもある。
　重要なことは，それぞれの企業において評価や管理のためのシステムが企業の実態に沿ってうま
く機能しているかどうかということである。この観点からすれば，0社のEVA及びBSC併用の
システムは，まだまだ発展段階にあり，今後，どのように改善を加えていくかということ力唖要な
点である。現段階で0社は，BSCにコミュニケーションッールとしての機能も求めている。その
根底にある考え方は，「シンプルで分かりやすく，誰がやっても，また，誰が見ても同じ結果にな
り，納得できるものである」ということである。
　本稿で光学機器メーカーの0社を事例として取り上げたように，従来から，BSCについては，
製造業を中心として活用される場合が多かった。しかしながら，最近では，流通業におけるサプラ
イチェーン・マネジメソトとBSCの活用や16）金融業におけるリレーションシップバンキソグと
BSCの活用17）など，サービス業におけるBSCの活用も増加の傾向にある。こうした点に関して
は，今後の研究の課題である。
　最後に，本稿の作成にあたっては，0社の総合経営企画室の森氏並びに福澤氏にインタビューを
行い貴重な御意見を賜ったことを付記しておく。
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